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Ⅰ 事業の概要 

１．事業の目的 

松阪市飯南高齢者生活福祉センターは、 高齢者及び住民の福祉を増進する目的で、通所介護事

業と居住機能を併せ持つ福祉施設として、平成３年３月に飯南町横野に設置されました。 

しかし、当該施設は、設置から約３０年が経過し老朽化が進む一方で、居住機能については、同様

の施設が飯南と飯高にあり、それぞれの居室に空きがあり、市民ニーズが低い状態で当該施設のす

べての入居者が退去されたため、令和４年度に飯高に移管統合しました。通所介護事業につきまして

は、地域ニーズが高い等の理由から、現在の指定管理者である松阪市社会福祉協議会が引き続き運

営しています。 

令和５年度（令和６年 3 月 31 日）をもって今の指定管理期間の期限を迎えるにあたり、当該施設

における通所介護事業の運営の可能性を調査するため、松阪市内と多気郡３町で定員 35 人以上の

通所介護事業を営む法人と、近隣地域に所在する介護施設並びに飯南地域の障がい者施設を運営

する法人、合わせて３１法人を対象にアンケートを実施し、興味を示していただいた４法人ついてヒア

リングを実施し、今後の事業運営手法について検討しました。 

令和６年度以降の事業運営手法については、市有財産の有効活用の観点から、民間活力により施

設が最大限活用できるよう、民間事業者への財産の貸付（賃貸借契約）による事業運営を行います。 

今後も安心して地域で暮らし続けることができるよう、令和６年度から令和 15 年度までの 10 年

間、この施設を使って通所介護事業を実施するとともに、通所介護事業スペース以外についても民

間のアイデアで新たに活用する事業者を公募により募集します。 

 

2．施設の名称及び所在 

・松阪市飯南高齢者生活福祉センター・・・三重県松阪市飯南町横野870番地１ 

 

3．管理運営の手法 

有償貸付（賃貸借） 

    

 

 

  貸付      賃貸借料              賃貸借契約 

 

 

 

 

        サービス提供                 利用料 

 

 

 

 

松 阪 市 

通所介護事業者 

利 用 者 

民間活力で施
設を自由に使
っていただけ

ます 
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4．管理運営の期間 

令和６年 4 月 1 日から令和 1６年 3 月 31 日までの 10 年間 

 

5．貸付までの主なスケジュール （予定） 

実 施 内 容 日   程 

①  募集要項の配布開始 令和 4 年１１月１４日（月） 

②  公募説明会（現地説明会） 令和 4 年１１月２４日（木） 

③  質問書受付 令和 4 年１１月１４日（月）～１１月３０日（木） 

④  質問書回答 令和 4 年１２月７日（水）までに随時 

⑤ 応募書類受付 令和 4 年１１月１４日（月）～１２月１４日（水） 

⑥ 審査選定委員会によるヒアリング 令和５年１月１７日（火） 

⑦ 候補者の決定、通知 令和５年１月中旬 （予定） 

⑧ 仮賃貸借契約の締結 令和５年１月（予定） 

⑨ 条例改正について市議会へ議案上程 令和５年１月（予定） 

⑩ 条例改正の議決（仮契約⇒本契約） 令和５年３月下旬（予定） 

⑪ 貸付開始 令和６年４月１日 
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６．事業区域概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

配置図（平成 3 年建築当初における） 
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令和 3 年度まで 
居住事業に利用 

机と椅子がある会議

スペース 

軽運動可能な 
畳スペース 

通所介護事業スペース 

出入口 
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Ⅱ 松阪市飯南高齢者生活福祉センター（賃貸借契約）に関する事項 

 

１．施設の概要 

 

【土 地】 

区分 所 在 地 地   積 

土地 
飯南町横野字シガイ８７０番１ 

ほか 

2254.00 ㎡ 

 

【建 物】 

区分 名   称 構 造 床面積 設置年 

建物 飯南高齢者生活福祉セン

ター 

鉄筋コンクリート造

陸屋根 2 階建て 

968.16 ㎡ 平成 3 年 3 月

完成 

 

【その他施設】 

区分 名   称 数量等 

その他施設 

カーポート 

物干し場 

物置 

１ 

１ 

１ 

市の備品は、「別紙１－１」のとおりです。 

※都市計画区域・・・区域外 

※土砂災害警戒区域です。 

※業務用車両を駐停車するスペースによって貸付面積が変動する場合があります。 

※隣接する施設との間の渡り廊下は含まれていません。 

 

２．目的及び今後の活用 

（1） 令和６年度から令和１５年度まで 10 年間通所介護事業を継続し、民間活力を生かした独自

の活用を行うことを目的とします。 

（2）P2～３ 「６．事業区域概要」で示す施設内のスペースについて。１階の居室部分（５部屋）は、

施設設置から令和３年度までは居住事業として利用されていました。また 2 階については、会

議や軽運動で利用されています。すべてのスペースにおいて借受者が事業活動に利用できる

ものとします。 

（3） 今後、施設を運営する中で、貸付施設の名称（飯南高齢者生活福祉センター）については、松

阪市と協議の上、変更できるものとします。 

 

３．賃貸借料 

有償貸付（賃貸借）による、土地・建物の賃貸借料は、借受者からの提案価格とします。 

最低賃貸価格の設定は、年額 2,000,000 円（消費税及び地方消費税を含む）として、それに満た

ない提案価格は無効とします。 
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４．既存施設の改装、改修等 

関係法令等を遵守し、松阪市に届出のうえ既存施設の改装・改修等を実施できますが、改修等にか

かる費用は、借受者の負担とします。 

ただし、本件建物の屋根及び外壁部分に関する修繕は松阪市が行い、その費用は松阪市の負担と

します。 

※ 松阪市が実施する場合は予算措置が必要なため、一定の期間が必要となります。 

なお、借受者がカーボンニュートラルの観点から令和５年度中に照明の LED 化を希望する場合

は、協議により実施することができますが、費用の半分は借受者が負担していただきます。 

※ LED 化については予算措置が必要となります。 

  

５．費用負担等 

  （１） 賃貸借期間中に改修工事等を行う際、松阪市からの補助金等はありません。 

また、賃貸借期間中、貸付けする土地、建物、その他の物件の修繕費（ただし、建物の屋根及び

外壁部分に関する修繕を除く）、維持管理費、光熱水費等全ての経費は、借受者の負担とし、

松阪市は一切の金銭負担を負いません。 

  （２） 貸付後に施設設備等に不備が判明しても松阪市は一切契約不適合責任を負わないものとし

ます。 

 

６．賃貸借期間 

令和６年４月１日から令和１６年３月３１日までの１０年間とします。 

 

７．借受者の履行責任等に関する事項 

（１） 業務報告の聴取等 

松阪市は、借受者に対し、その運営に関する業務等に関する報告を求め、 業務等の実施状況

の確認を実施することができるものとします。 

（２） 損害賠償 

借受者は、故意又は過失により、その運営する本施設の当該施設又は設備を損傷し、又は滅

失したときは、それによって生じた損害を松阪市に賠償しなければなりません。 

（３） 第三者への賠償 

借受者の責めに帰すべき事由により施設利用者等第三者に損害が生じた場合、借受者はその

損害を賠償しなければなりません。ただし、その損害が松阪市の責めに帰すべき事由又は双方

の責めに帰すことができない事由による場合は、この限りではありません。 

（４） 保険の付保 

借受者は、火災盗難等の損害その他の事故による損害を補償するために、火災保険及び賠償

責任保険は必ず加入してください。その他運営する業務の実施について、自らのリスクに対して、

適切な範囲で保険等に加入するものとします。 

（５） 解約金 

借受者の責に起因する事由により、賃貸借期間内に契約が終了したときは、賃貸借期間の残
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存期間分の賃貸借料を解約金として市が徴収するものとします。 

 

８．原状回復の義務 

（１） 借受者は、賃貸借期間が満了となったとき（継続して借受者となった場合を除く）又は賃貸

借契約が終了するときは、速やかに原状に回復して松阪市に建物、附帯施設、什器、備品等を

引き渡すこととします。ただし、原状回復を要しないことについて、松阪市の承認を得たときは

この限りではありません。 

（２） 借受者は、本業務の実施について、自己の責に帰すべき事由により管理物件を滅失し、若し

くは棄損したときは、速やかに原状に回復しなければなりません。 

 

９．資産の帰属 

借受者が貸付後に実施した不動産の原状変更による資産の所有権について、松阪市は、賃貸借期

間終了時に自らの判断で松阪市に帰属させることができるものとします。その場合、借受者は、松阪

市に対し、本施設、諸造作、設備等について支出した必要費、有益費その他名目の如何を問わず金品

等の一切の請求をしないものとします。 

 

10．善管注意義務 

（１） 借受者は、善良なる管理者の注意をもって土地、建物、その他の物件を常に良好な状態で管

理を行ってください。 

（２） 利用者の安全確保のため、また施設の運営に支障をきたさないよう、施設内の建物・設備及

び備品の管理を行ってください。 

（３） 借受者は故意又は過失により建物・設備及び備品等をき損滅失した時は、松阪市との協議に

より必要に応じて、松阪市に対しこれを弁償又は自己の費用で、同等の機能及び価値を有する

ものを購入又は調達してください。 

 

１１.事務の引継ぎ 

（１） 事業は、令和６年４月１日（月）から開始いたします。借受者は、業務開始から円滑な業務遂行

が可能となるよう、契約締結後から従前の指定管理者と十分な事務引継ぎを行っていただきま

す。また、事業開始前に事務引継等に要した費用は全て借受者の負担とします。 

（２） 借受者は、賃貸借期間が終了するとき（継続して借受者となった場合を除く）又は契約が解

除されたときは、速やかに施設等を原状に回復することとします。ただし、原状回復を要しない

ことについて、松阪市の承認を得たときはこの限りではありません。 

（３） 賃貸借期間終了時の事務の引継ぎについては、必要書類の作成等を適切に行い、松阪市に

建物、附帯施設、什器、備品、管理に必要なデータ等を無条件で提供するとともに、円滑な業務

の引継ぎのため松阪市又は新たな借受者と十分に事務引継ぎを行うこととします。 

（4） 借受者は、運営開始予定日以降の利用について、現指定管理者と協議の上、利用者に適正に

対応してください。 

（5） 現指定管理者が事業運営のために使用している備品（「別紙１－２」のとおり）、ツール、システ

ム等を、借受者が引継ぐ場合は、現指定管理者と借受者が協議により引継ぎ方法等を決定し、
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運営開始日から円滑に業務が開始できるようにしてください。 

 

１２．提供した資料の取扱い 

松阪市が提供した資料等は応募に関する検討以外の目的で使用することを禁じます。 

また、この検討の目的の範囲内であっても、松阪市の承諾を得ることなく、第三者に対してこれを

使用させ、又は内容を提示することを禁じます。 

 

１３．地域との連携について 

当該施設では、これまで相談事業や高齢者の生きがいを高める事業、各種団体への貸館などを行

ってきました。借受者は、今後も地域住民との連携及び協力を行うなどの地域との交流を図り、近

隣・地域に配慮し、地域の要望等に対し真摯に対応してください。 

 

１４．災害時の協力について 

現在、当該施設は「松阪市地域防災計画」に基づく避難所に指定されています。（第２次避難所） 

地域貢献の観点からも、災害時については、借受者は地域と協力して対応をお願いします。 

 

Ⅲ 応募手続等に関する事項 

 

１．応募の資格等 

（１） 応募の資格 

令和４年４月１日現在において、６か月以上、松阪市内及び多気郡３町で介護保険法（平成 9 年

法律第１２３号）第８条第１項及び第１４項（以下「法律」という。）に基づく通所介護、通所リハビリテ

ーション、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護（以下「通所介護事業等」という。）、小規模

多機能型居宅介護及び看護小規模多機能型居宅介護のいずれかの実績がある事業者であること。 

 

（２） 応募者の制限 

次の条件に該当する法人等に限ります。 

① 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 244 条の 2 第 11 項の規定による指定の取消 

しを受け、当該処分の日から起算して 2 年を経過しない法人等でないこと。 

② 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4 第 1 項に規定する一般競争

入札に係る契約を締結する能力を有しないもの及び破産者で復権を得ない法人等でないこと。 

③ 役員等〔法人である場合には、その法人の役員又はその支店もしくは営業所等（常時勤務等

の契約を締結する事務所をいう。）を代表する者を、法人以外の団体である場合には、その団

体の代表者又は役員をいう。以下同じ。〕に禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで

又はその執行を受けることがなくなるまでの者が含まれる法人等でないこと。 

④ 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4 第 2 項の規定により、松阪市

における一般競争入札等の参加を制限されている法人等でないこと。 

⑤ 松阪市建設工事等指名（入札参加資格）停止措置要領に基づく指名停止期間中の法人等で

ないこと。 
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⑥ 市民県民税、法人税（法人以外の場合は申告所得税）、消費税及び地方消費税等の各種税を

滞納している法人等でないこと。 

⑦ 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づく更正手続き又は民事再生法（平成 11 年

法律第 225 号）に基づく再生手続きを行っている法人等でないこと。 

⑧ 松阪市の締結する契約等から暴力団等排除措置要綱（平成 20 年告示第 44 号）に該当し

ない法人等であること。 

⑨ 松阪市議会の議員、市長、副市長並びに地方自治法第 180 条の 5 第 1 項及び第 2 項に規

定する委員会の委員又は委員が、無限責任社員、取締役、執行役員若しくは監査役又はこれら

に準ずべき者、支配人、清算人（以下「無限責任社員等」という。）に就任していない法人等であ

ること。ただし、松阪市議会の議員以外の者について、松阪市が資本金、基本金その他これら

に準ずるものの 2 分の 1 以上を出資している法人等の無限責任社員等に就任している場合を

除きます。 

 

（３） 複数の団体での共同応募 

複数の団体での共同（以下「グループ」という。）による応募の場合には、次の点に留意してくだ

さい。 

① グループの名称を設定し、グループ内で代表となる団体を選定してください。なお、代表と

なる団体、又は構成団体の変更は原則として認めません。 

② グループの構成団体は、他のグループの構成団体となり、又は単独で応募することはでき

ません。 

③ グループの構成団体間における管理運営業務にかかる経費に関する連帯責任の割合等に

ついては、別途協定書で明確に定めてください。 

④ 応募にあたり、グループの構成団体間における管理運営業務が円滑に行われるよう必要事

項を取り決めてください。 

 

（４） 応募の条件等 

令和６年 4 月 1 日から１０年間、通所介護事業及び第 1 号通所事業（介護予防・日常生活支援総

合事業）を行うこと。（入浴と食事、送迎は必ず提供すること） 

※ 現在の通所介護事業者が提供するサービス等の維持に努め、利用者が不利益を被るようなこ

とは避けてください。 

※ なお、現在の通所介護事業者が提供するサービス等については、三重県ホームページ「介護サ

ービス情報公表システム」を参考にしてください。 

※ 現在の事業者は、「介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８条第７項に規定する通所介護及び

同法第１１５条の４５第 1 項第 1 号ロに規定する第一号通所事業（介護保険法施行規則（平成１１年

厚生省令第 36 号）第１４０条の６３の６の規定により市長が定める基準であって同上第１号イに該

当するものに従って行うものに限る。）」及び「老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第 10 条の４

第 1 項第 2 号の措置に係るものを通わせ、入浴、食事の提供等の便宜を供与する事業」を行って

います。 
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２．応募手続き 

（１） 提出書類（別紙２、貸付先事業者応募提出書類一覧も参照ください） 

貸付先事業者に応募する法人等（以下「応募団体」という。）は下記の書類を提出してください。 

① 貸付先事業者申込書（様式第１号） 

② グループ応募の場合は、グループの構成を示す書類（様式第２号・様式第２号の 1）をあわせ

て添付してください。 

③ 賃貸借料提案書（様式第３号）、提案価格（賃貸借料）にかかる資金の内訳（様式第 3 号の１） 

④ 事業計画書（様式第４号・様式第４号の 1 概要版） 

⑤ 事業収支計画書（様式第５号） 

⑥ プレゼンテーション提案書（様式第６号） 

⑦ 応募団体に関する書類（グループ応募の場合は、各構成団体も以下の書類を提出してくだ

さい。） 

ア 応募団体の概要を記載した書類（様式第 7 号） 

設立趣旨、事業内容、組織体制等を示す書類（様式第 7 号）を提出してください。 

イ 法人等の定款、寄附行為、規約その他これらに準ずるもの 

定款及び寄附行為のない団体にあっては、団体の規約等（団体の目的、事務所、資産に関

する規程、代表者の任免に関する規定等を記載した書類）及び代表者の身分を証明する書

類を提出してください。 

ウ 申請者が法人である場合は、法人の登記事項証明書（申請日前３ヵ月以内に取得したもの） 

※ただし、登記のない法人の場合は、名称及び本店又は主たる事業所の所在地を証明する

書類を提出してください。 

エ 法人等の印鑑証明書（申請日前３ヵ月以内に取得したもの） 

オ 法人等の決算関係書類 

直前３年分の事業報告書、貸借対照表、損益計算書、財産目録その他これらに準ずる書

類を提出してください。 

※ 新たに設立する法人又は設立初年度の法人にあっては、収支予算書又はこれに準ずる

書類及び総会等の議事録及び設立後申請までの間の活動内容を記載した書類を添付

してください。 

※ 第２回審査選定委員会までに追加の資料請求や質問をする場合がありますので、ご担

当者の方の名刺を添付してください。 

カ 法人等の予算関係書類 

  直近の会計年度の事業計画書及び収支予算書 

キ 役員名簿（役職、氏名、現住所及び生年月日を記載したもの） 

ク 納税に関する証明書（発行から３か月以内に取得したもの） 

法人の場合又は法人と同様の納税義務を負う団体の場合は、市民県民税の納税証明書、

法人税の納税証明書、消費税及び地方消費税の納税証明書。 

上記以外の団体の場合は、代表者の松阪市税の納税証明書、申告所得税の納税証明書、

消費税及び地方消費税の納税証明書。 

※ 納税義務がない場合には、運営事業候補者募集に係る納税に関する申立書（様式第  
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8 号）を提出してください。 

⑧ 施設の管理運営を行う上で必要な資格の写し。 

⑨ 通所介護事業等の運営実績（様式第 9 号） 

現在、飯南高齢者生活福祉センター内で通所介護事業等を行っている団体については、そ

の運営実績を記載し、それ以外の団体については運営実績を記載してください。 

⑩ 貸付先事業者応募申請に係る申立書（様式第 10 号） 

応募者の資格等並びに応募書類等が虚偽でないことの申し立て（様式第 10 号） 

※提出書類は、証明書等を除き日本工業規格のＡ４の大きさとします。 

※提出資料は、別紙２「貸付先事業者応募提出書類一覧」を参考としてください。 

 

 

（２） 提出部数 

正本１部及び副本７部（副本は複写可） 

※応募書類は、ファイルに綴って提出してください。 

 

（３） 提出書類の著作権 

事業計画書等提出書類の著作権は、応募団体に帰属します。ただし、松阪市は貸付の公募等に

おいて必要と認めるときは、提出書類の全部又は一部を無償で使用できるものとします。 

 

（４） 提出書類の情報公開請求・議案審議に係る取扱いについて 

提出書類に係る情報公開請求があった場合、「２．応募手続き」の（１）提出書類➂事業計画書（様

式第 4 号の 1 概要版）は公開資料とし、それ以外は非公開資料とします。 

なお、事業計画書（様式第 4 号の 1 概要版）については、借受者選定の透明性を確保するため、

全ての応募団体のものを公開資料としますので、それを前提に作成してください。 

 

（５） 提出書類の留意事項 

 ① 重複提案の禁止 

応募１団体（グループ）につき、事業計画書等の提出は１組とします。複数の提案はできま

せん。 

 ② 提案内容の変更禁止 

提出期限後の提出書類の再提出及び差し替えによる提案内容の変更は原則として認め

ません。  

③ 費用負担 

応募に必要な費用は、応募団体の負担とします。 

④ 使用言語及び通貨単位 

提出書類に使用する言語は日本語とし、通貨単位は円とします。 

⑤ 提出書類の取り扱い 

提出書類は、理由の如何を問わず返却しません。また、提出書類は、選定等のために必要

な範囲で複製を作成することがあります。 
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⑥ グループ構成員の変更 

グループ応募の場合、代表団体及び構成団体の変更は原則として認めません。 

 

３．事業計画書（様式第４号） 

事業計画書（様式第４号）の作成については、以下⓵ ～⓺の項目に留意してください。 

① 現在の通所介護事業のサービスの維持 

② 災害時及び緊急時の体制、衛生管理 

③ リスク管理について 

④ 環境に配慮した施設の良好な維持管理保全 

⑤ 施設内の居住スペースや２階、中庭の活用について 

⑥ 地域貢献や地域福祉、周辺施設との連携 

 

４．収支計画書（様式第５号） 

収支計画書（様式第５号）の作成については令和６年度から令和１５年度の収支計画を主な収入・支

出項目に区分し、年度毎に記載してください。また、積算内訳についても示してください。 

 

Ⅳ 選定に関する事項 

 

１．選定の方法 

 飯南高齢者生活福祉センター借受者募集に伴う審査選定委員会（以下「審査選定委員会」という。）

を設置し、選定委員５名により、次に掲げる選定の基準に照らし総合的に審査し、借受候補者の選定

を行います。 

 第１次審査として応募書類の審査を実施します。「現在の通所介護事業者が提供するサービス等の

維持に努め、利用者が不利益を被ることがない」ように応募者の経営体力や人材確保、運営方法につ

いて審査します。最低基準（全体の６割）を満たした応募者を対象として第２次審査（プレゼンテーシ

ョン及びヒアリング）を実施します。ただし、第 2 次審査で最上位者の合計点数が同点となった場合

は、委員の多数決により借受候補者を決定します。なお、第１次審査で全応募者が最低基準点に満た

ないときは再公募を行います。 

※1 次審査の結果は 12 月中に通知いたします。 

２．選定の基準等 

主な審査選定基準は下記のとおりです。 

（１） 既設の事業運営が適正で、十分な運営実績があるか。 

（２） 法人の経営方針が適正で、事業の確実性、継続性が見込める経営能力を有しているか。 

（３） 現在の通所介護事業者のサービスを維持、利用者に配慮するため人員の確保等、十分な提

案がされているか。 

（４） 災害時及び緊急時の体制、衛生管理やリスク管理等、十分な提案がされているか。 

（５） 環境に配慮した施設の良好な維持管理保全について、十分な提案がされているか。 

（６） 施設内の居住スペースや２階、中庭の活用について、魅力的な提案がされているか。 

（７） 地域活動との関わり方や地域貢献に前向きで、市有施設の貸付先としてふさわしいか。 
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３．選定審査 

（１） 資格・書類審査 

借受候補者の選定については、提出書類により応募資格について審査した上で、提案内容等に

ついて、審査選定委員会で書類審査を行います。 

（２）プレゼンテーション等 

非公開の場で提案内容等のプレゼンテーション及びヒアリング（質疑）を行います。 

プレゼンテーション及びヒアリング（質疑）は、令和５年１月１７日（火）に開催の第２回審査選定委

員会時に予定しています。実施時刻、場所等については、応募申請書提出期限後に通知いたします。 

状況に応じて、集会での開催が困難であると判断される場合は、WEB 会議方式となる場合が

あります。その場合は、WEB 環境等の準備をお願いします。 

 

４．候補者の選定及び選定結果の報告 

提出書類とプレゼンテーション及びヒアリング（質疑）の結果を基に、審査選定委員会において総合

的に審査し、借受候補者を選定します。 

審査選定委員会は、選定結果を市長に報告します。 

 

５．候補者の決定及び通知 

松阪市長は、審査選定委員会による選定結果報告に基づき借受候補者を決定し、選考結果につい

ては、応募団体に文書で通知するとともに、市ホームページに掲載します。 

 

６．応募・選定時における情報の非公開 

応募・選定時における応募団体に関する情報については公開しませんが、借受候補者として決定し

た際においては、借受候補者の基本的情報及び応募団体の選定結果について公表いたしますので、

ご了承ください。 

ただし、借受候補者以外の団体については、団体名の公表はいたしません。 

 

７．選定審査対象からの除外 

下記に記載の場合は、選定審査対象から除外します。 

① 審査選定委員会に対し不当な要求等を申し入れた場合 

② 審査選定委員会委員に個別に接触した場合 

③ 提出書類に虚偽又は不正があった場合 

④ 募集要項に違反又は著しく逸脱した場合 

⑤ 提出書類等の提出期間を経過してから提出書類が提出された場合 

⑥ 提出書類提出後に事業計画の内容を変更した場合 

⑦ その他不正な行為があった場合 
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８．再度の選定 

賃貸借契約が締結されるまでの間に、当該候補者を借受者とすることができない事情が生じたと

きは、審査において次点となったものから順に候補者を決定できることとします。 

 

Ⅴ 日程について  

 

１．募集要項等の配付 

（１） 配付期間   令和４年１１月１４日（月）～令和４年１２月１４日（水） 

※ただし、土曜日、日曜日及び祝日は除く  

（２） 配付時間   午前８時３０分～午後５時１５分 

（３） 配付場所   松阪市企画振興部 飯南地域振興局 地域住民課 

〒５１５－１４１１ 松阪市飯南町粥見３９５０番地   

電話 ０５９８－３２―２５１４ 

Fax ０５９８－３２―３７７１ 

（４） 配付方法   松阪市飯南地域振興局 地域住民課の窓口でお渡しいたします。 

また、松阪市ホームページからもダウンロードできます。 

松阪市ホームページ 

 URL http://www.city.matsusaka.mie.jp/ 

 

２．公募説明会（現地説明会）の開催 

（１） 開催日時   令和４年１１月２４日（木） 午後４時から１時間３０分程度（予定） 

（２） 開催場所   松阪市飯南町横野８７０番地１  飯南高齢者生活福祉センター 

            ※集合場所は、飯南高齢者生活福祉センターとします。 

（３） 説明内容   募集要項の説明、施設見学 

（４） 参加人数   １応募団体につき３人以内 

（５） 参加申込   公募説明会参加申込書（様式第 11 号）を１１月２２日（火）午後１時までに郵送、

    Fax または電子メールのいずれかの方法で送付してください。 

参加申込み先は、上記募集要項配布場所と同じです。 

Fax ０５９８－３２―３７７１  

Ｅ-mail chiju.nan@city.matsusaka.mie.jp 

※上記により参加申込された場合、確認のためその旨を必ずお電話で飯南地域振興局地域住民課

（０５９８－３２―２５１４）に連絡してください。 

 

３．質問の受付及び回答 

質問は原則文書（様式第 12 号）で行うこととし、郵送又は Fax 若しくは電子メールで受け付けま

す。電話等、口頭による質問は、事務手続き等に関することを除き受付はできません。 

公募説明会（現地説明会）での質問は受付いたしますが、回答については後日となる場合がありま

す。 

http://www.city.matsusaka.mie.jp/
mailto:chiju.nan@city.matsusaka.mie.jp
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（１） 受付期間   令和４年１１月１４日（月）～令和４年１１月３０日（水） 

           ただし、土曜日、日曜日及び祝日は除く 

（２） 受付時間   午前８時３０分～午後５時１５分 

（３） 受付場所   上記募集要項配布場所と同じです。 

Fax 0598－32―３７７１ 

Ｅ-mail chiju.nan@city.matsusaka.mie.jp 

（４） 回答期日   令和４年１２月７日（水）までに随時 

（５） 回答方法   回答は、全て書面により行い、質問者に個別に回答するとともに、公平性、透

  明性を確保するため、原則として松阪市ホームページで公開します。ただし、その

  内容が質問者の独自のノウハウに係る事項等を除きます。 

   なお、公開された回答は、募集要項等の追加項目としてお取り扱いください。 

 

４．応募申請書の提出 

貸付先事業者申込書（様式第 1 号）に必要事項を記入の上、関係書類とともに提出してください。

（期間厳守でお願いします。） 

（１） 提出期間   令和４年１１月１４日（月）～令和４年１２月１４日（水） 

             ただし、土曜日、日曜日及び祝日は除く 

（２） 提出時間   午前８時３０分～午後５時１５分 

（３） 提出場所   上記募集要項配布場所と同じです。 

（４） 提出方法   直接持参又は郵送 

             郵送の場合、書留郵便とし、令和４年１２月１３日（火）必着とします。 

          なお、Fax、E-mail による提出は受け付けません。 

 

５．第２回審査選定委員会（プレゼンテーション及びヒアリング）の開催 

令和５年１月１７日（火）に開催予定です。 

 

６．選定結果通知 

    審査選定委員会の審査終了後に通知いたします。 

 

Ⅵ 賃貸借契約締結に関する事項 

 
１．賃貸借契約の締結 

令和５年１月下旬（予定）に，松阪市と借受者との間で、飯南高齢者生活福祉センターの賃貸借に関

する仮契約を締結します。仮契約については、松阪市高齢者生活福祉センター条例の改正について

の議決がされた後に本契約へと移行します。 

 

２．主な特約事項 

賃貸借契約には「Ⅱ 飯南高齢者生活福祉センター（賃貸借契約）に関する事項」に記載の事項の他

に、次の特約事項を付します。 

mailto:chiju.nan@city.matsusaka.mie.jp
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（１） 土地・建物等は、賃貸借期間中、関係法令等を遵守の上、募集要項、提案書類及び賃貸借契約

書に基づく用途に供さなければなりません。 

また、建物を改築しようとするとき、その他原状を変更する一切の行為をしようとするときは、

事前に詳細な理由を付した書面により松阪市に申請しなければなりません。 

（２） 松阪市の承諾なく、他目的での利用及び第三者への転貸等を禁じます。 

（３） 上記（１）及び（２）の条件の遵守状況を確認するために、随時、施設の利用状況等について，

実地調査を行うことがありますが、正当な理由なく、調査を拒み、妨げ、又は忌避してはなりません。 

（4） 上記（２）及び（３）の特約等に違反し、契約を解除した場合は、残りの賃貸借期間に係る賃貸

借料と同額の解約金を支払っていただきます。 

（5） 賃貸借契約の目的物が種類、品質又は数量に関して契約の内容に適合しない場合であって

も、借受者は、損害賠償請求権、解除権その他法令に定める契約不適合責任に係る権利を有しま

せん。 

 

３．費用負担 

賃貸借契約書に貼付する収入印紙の費用など契約手続に要する費用、並びに契約の履行に関して

借受候補者が要する一切の費用は、借受候補者の負担とします。 

なお、運営事業者の責に起因する契約解除の場合も、運営事業に生じた一切の費用及び損害は、

運営事業者の負担とします。 

 

Ⅶ 問い合わせ先   

〒515－1411   松阪市飯南町粥見 3950 番地   

松阪市企画振興部 飯南地域振興局地域住民課 

〇電話 0598－32―2514 

〇Fax  0598－32―3771 

〇Ｅ-mail chiju.nan@city.matsusaka.mie.jp 
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